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貸 借 対 照 表 

（2011 年 3 月 31 日現在） 

（単位：百万円）
　　科　　　　目 　　科　　　　目

（資　産　の　部） 82,654 （負　債　の　部） 28,799

流動資産 52,980 流動負債 22,767
現金及び預金 18,304 買　掛　金 13,885

受取手形 133 未　払　金 1,699
売　掛　金 22,896 未払費用 3,886

商品及び製品 2,209 未払法人税等 400
仕　掛　品 169 未払消費税等 255

原材料及び貯蔵品 2,264 前　受　金 2,379

前　渡　金 418 預　り　金 128
繰延税金資産 1,590 役員賞与引当金 39

短期貸付金 141 損害損失引当金 0
未収入金 2,979 資産除去債務 1

そ　の　他 1,877 そ　の　他 89
貸倒引当金 △ 5 固定負債 6,032

固定資産 29,673 退職給付引当金 5,489

有形固定資産 8,200 役員退職慰労引当金 300
建　　　物 3,674 資産除去債務 198

構　築　物 139 そ　の　他 43
機械及び装置 303

車輌運搬具 1 （純 資 産 の 部） 53,854
工具器具及び備品 1,128 株主資本 53,824

土　　　地 2,944 資　本　金 4,980

建設仮勘定 6 資本剰余金 3,602
無形固定資産 2,447 資本準備金 3,602

ソフトウェア 2,268 利　益　剰　余　金 45,241

そ　の　他 178 利益準備金 734

投資その他の資産 19,026 その他利益剰余金 44,507
投資有価証券 1,004 特別償却準備金 18

関係会社株式 11,941 圧縮記帳積立金 59
長期売掛金 4,061 別途積立金 38,289

敷　金　等 1,448 繰越利益剰余金 6,140
繰延税金資産 4,352 評価・換算差額等 30

そ　の　他 97 その他有価証券評価差額金 30

貸倒引当金 △ 3,879
　資　産　合　計 82,654 　負債・純資産合計 82,654

　金　　　　額　　金　　　　額　

 

 

 

 

 

 

 



 

損 益 計 算 書 

（自 2010 年 4 月 1 日至 2011 年 3 月 31 日） 

(単位：百万円）

科　　　　目 　金　　額

売　　上　　高 100,829

売　上　原　価 81,155

売　上　総　利　益 19,674

販売費及び一般管理費 14,813

営　業　利　益 4,860

営　業　外　収　益

受取利息及び配当金 1,848

雑　　収　　入 624

営　業　外　収　益　合　計 2,473

営　業　外　費　用

支　払　利　息 0

雑　　支　　出 1,692

営　業　外　費　用　合　計 1,692

経　常　利　益 5,641

特　別　損　失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 200

災害による損失 17

特　別　損　失　合　計 217

税 引 前 当 期 純 利 益 5,423

法人税、住民税及び事業税 1,853

法人税等調整額 △ 459

法人税等合計 1,394

当　期　純　利　益 4,029

 

 

  

 

 

 



 

注記事項 
 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

 １．会社計算規則（平成 18 年 2 月 7日法務省令第 13 号、最終改正 平成 23 年 3 月 31 日法務

省令第 6 号）に基づいて、計算書類を作成している。 

 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

  （１）子会社株式及び関連会社株式 ････ 移動平均法による原価法 

  （２）その他有価証券 

        ・時価のあるもの   ････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

                      （評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

                      売却原価は移動平均法による算定） 

        ・時価のないもの   ････ 移動平均法による原価法 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）商品及び製品    ････  個別法による原価法 

（２）仕  掛  品     ････  個別法による原価法 

（３）原材料及び貯蔵品 ････  総平均法による原価法 

なお、収益性の低下したたな卸資産については、帳簿価額を切下げている。 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産  ････  定額法 

耐用年数についてはビジネスごとに実態に応じた回収期間を反映し、次の通り見積も

っている。 

建物及び構築物   ２年～６０年 

     機械装置      ２年～１０年 

     工具器具及び備品  ２年～２０年 

（２）無形固定資産 

 ①ソフトウェア 

     市場販売目的のソフトウェアについては、見込有効期間（３年）における見込販売 

  数量に基づく方法、また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用 

     可能期間（５年以内）に基づく定額法を採用している。 

 ②ソフトウェアを除く無形固定資産 

     定額法 

 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

     売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上している。 



 

 

（２）役員賞与引当金 

       役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上している。 

（３）退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上している。 

      ・過去勤務債務の処理方法       ････ 定額法（10 年） 

      ・数理計算上の差異の処理方法          ････ 定額法（従業員の平均残存勤務期 

間）で翌期から処理 

（４）役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金に充てるため、内規による必要額を計上している。 

（５）災害損失引当金 

     東日本大震災により被災した資産の復旧等の支出に備えるため、当事業年度末時点で

の見積額を計上している。 

 

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）ソフトウェア等の開発契約に係る収益認識基準 

ソフトウェア等の開発契約においては、進行基準により収益を認識している。 

（２）消費税等の会計処理 

税抜き方式による会計処理を行っている。 

（３）連結納税制度の適用 

当年度から連結納税制度を適用している。 

 

【会計方針の変更】 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

     当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 

平成 20 年 3 月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」 

（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年 3 月 31 日）を適用している。 

上記会計基準等の適用に伴い、適用初年度の期首において新たに負債として計上した

資産除去債務と有形固定資産の帳簿価額に加算された除去費用との差額を資産除去

債務会計基準の適用に伴う影響額として特別損失に２００百万円計上した結果、税引

前当期純利益は２００百万円減少している。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

１．記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示している。 

２．有形固定資産の減価償却累計額            16,548 百万円 

３．保証債務 

   従業員の住宅ローンに対する保証債務 

（株）みずほ銀行                 21 百万円 

４．関係会社に対する短期金銭債権           4,293 百万円 

５．関係会社に対する短期金銭債務           3,083 百万円 



 

 

【損益計算書に関する注記】 

１．記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示している。 

２．関係会社の間の取引高 

売   上   高                    9,199 百万円 

仕   入   高                   23,083 百万円 

   営業取引以外の取引高   

受取利息                      1 百万円 

受取配当金                   1,813 百万円 

支払利息                      0 百万円 

資産譲渡高                      2 百万円 

資産購入高                    103 百万円 

 ３．資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 

   資産除去債務に関する会計基準の適用に伴う期首差額で、主として賃借建物の原状回復義務に

係るものである。当該期首差額は、適用初年度の期首において新たに負債として計上した資産

除去債務と有形固定資産の帳簿価額に加算された除去費用との差額であり、主として過年度に

帰属する減価償却費相当額である。 

４．災害による損失 

   東日本大震災により被災した資産の復旧費用、被災した工場等の操業休止期間中の固定費、棚

卸資産の廃棄損等である。 

 

【税効果会計に関する注記】 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

退職給付引当金繰入限度超過額          2,177 百万円 

貸倒引当金繰入限度超過額            1,566 百万円 

未払賞与                     912 百万円 

棚卸資産評価損                  573 百万円 

ソフトウェア償却限度超過額            363 百万円 

役員退職慰労引当金損金不算入額          122 百万円 

有形減価償却資産償却超過額            119 百万円 

土地減損額否認                  97 百万円 

未払事業税否認                  83 百万円 

資産除去債務                    80 百万円 

その他                      85 百万円 

繰延税金資産小計                 6,177 百万円 

評価性引当額                   △149 百万円 

繰延税金資産合計                 6,028 百万円 



 

 

繰延税金負債 

土地圧縮積立金                  41 百万円 

その他有価証券評価差額              21 百万円 

特別償却準備金                  13 百万円 

進行基準による収益認識額 認容            11 百万円 

繰延税金負債合計                    86 百万円 

繰延税金資産の純額                 5,942 百万円 

 



【関連当事者との取引に関する注記】 

１． 親会社及び法人主要株主等 

 

 

 

２． 子会社及び関連会社等 

 

 

 

 



 

 

 

 

 
 

 

 

 

 



 

３．兄弟会社 

 
 

 

【１株当り情報に関する注記】

１．１株当り純資産額 29,040 円 0 銭

２．１株当り当期純利益 2,173 円 0 銭

 

 

 


